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１　総合評価落札方式の概要

 １－１　総合評価落札方式の実施に至る経緯

　１－１－１　背景と方策

　　　公共工事の入札においては，これまで最低制限価格以上の最低の価格で応札した者を落札決定

　 者としていたが，近年の公共工事の縮小等に伴い低価格による入札が増加したため，品質の低下

 　や下請業者等への賃金のしわ寄せ等が懸念される事態となった。

  １－１－２　品確法の成立

　　　このような状況から，議員立法により「公共工事の品質確保の促進に関する法律（品確法）」が成

　 立し，平成１７年４月２日に施行された。

　１－１－３　品確法の目的

　　　品確法では公共工事の品質の確保を図るため，目的として

　　　○ 公共工事の品質確保に関する基本理念および発注者の責務の明確化

　　　○ 「価格のみの競争」から「価格と品質で総合的に優れた調達」への転換⇒「総合評価落札方式」

　　　○発注者をサポートする仕組みの明確化

　　　が掲げられている。

　１－１－４　効果

　　　① ペーパーカンパニー等の不良・不適格業者が排除され，技術と経営に優れた企業が伸びる

　　      ことのできる環境が整備される。

　　　② 施工不良の未然防止，工事目的物の性能が向上することによる長寿命化，工期短縮等の

　　      施工の効率化等による総合的なコストの縮減が図られる。

　　　③ 価格以外の要素が考慮された競争が行われることで，談合が行われにくい環境整備が期待

　　      される。

　１－１－５　評価方式の選択

　　①従来の発注方式

　　　　標準的な設計，施工方法に基づき最も低い「価格」を提案したものを落札者とする方式。

　　②総合評価落札方式

　　　　価格及び価格以外の技術的な要素を評価の対象とし，価格と技術の両面から最も優れた者を

　　　落札者とする方式。

　　　　なお，工事の特性等に応じて，特別簡易型，簡易型，標準型のいずれかの方式を選択する。

　　　【特別簡易型】

　　　　技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において，簡易な施工計画を要件とせず，表彰

　　　　実績や工事成績等を評価する方式。

　　　【簡易型】

　　　　技術的な工夫の余地が小さい一般的な工事において，特定のテーマに関する簡易な施工

　　　　計画のほか，表彰実績等を評価する方式。

　　　【標準型】

　　　　技術的な工夫の余地が大きい工事において，施工上の工夫等の技術提案や施工計画，表彰

　　　　実績等を評価する方式。

総合評価落札方式の手引き
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　１－１－６　鹿児島県における総合評価の方法 

　　 技術資料を提出した者に対して標準点を与え，さらにあらかじめ設定した評価項目について基準

　 に従って評価を行い，０点～１２点の範囲で加算点を加えたものを技術評価点とし，技術評価点を

　 評価点を入札価格で除した値を評価値とする。

　　　　　評価値＝技術評価点／入札価格×定数

　　　　　　　　＝（標準点＋加算点）／入札価格×１００，０００，０００

　　（評価値）  価格評価点と価格以外の評価点（技術評価点）を総合した評価点。

　　　　　　　　　※少数４位まで（小数５位四捨五入）

　　（標準点）  技術資料を提出し，入札に参加した者全てに与えられる点数。

　　　　　　　　　鹿児島県低入札価格調査実施要領（平成８年11月１日施行）第３条に定める調査基準

　　　　　　　　　価格以上の入札価格で入札した者には100点，調査基準価格を下回る入札価格で入札

　　　　　　　　　した者には70点を与える。

　　（加算点）　入札参加希望者から提出された技術資料等（工事実績等）から価格以外の要素を評価

　　　　　　　　　し点数化したもの（１２点満点）

＜落札者決定のイメージ＞
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１ 総合評価落札方式の概要

１－２ 総合評価落札方式による発注手続の流れ

１－２－１ 実施手順（フロー図）





１－２　総合評価落札方式による発注手続の流れ

　１－２－１　実施手順（フロー図）

＜持参又は郵送（簡易・一般書留）＞

　　　

　　

＜報告＞

　　

※１　土日，休日を除く

※２　落札者の契約書提出期限

※３　主務課と協議のこと（但し，原則，短縮しないこと）

　　　　・技術資料の受付期間の短縮事例（補正の年度末発注分を早期契約するため，閲覧期間を短縮して発注する場合等）

※４　対象：予定価格５億円以上の場合

仮契約（※4）

本契約

【　入札参加者　】

提出

トンネル災害復旧工事における総合評価落札方式(簡易型)の手続きフロー
 〈一般競争入札 事後審査型〉

　　　　　　　＜内容等について調整＞

部入札契約手続運営委員会

・入札参加資格に係る基本事項の審議

県入札手続等改善検討委員会

・入札参加資格に係る基本事項の決定

・入札参加資格要件に係る
基本事項

【監理課・主務課】

主務課入契委員会　

・入札参加資格に係る基本事項の事前審議

局・支庁等入契委員会　

・入札参加資格の事前審議

仮契約書が本契約書としての効力が生じた旨の通知
受領

7日（※2）

質問書の回答書の閲覧開始

設計図書等に係る質問書受付
終了

開札
総合評価

落札者候補者決定

部入札契約手続運営委員会

・技術評価点の審議（決定）

入札参加資格の確認

2日（※1）

入札執行日の前日まで

５日（※１）
約30日（※１）

入札参加資格申請書の提出

入札参加者へ結果通知

主務課入契委員会　

・入札執行結果
・工事費構成表
・評価作業表 　を
監理課入札・指導係へ提出

入札公告

質問書の回答書の閲覧終了

設計図書の閲覧終了

・入札参加資格の事前審議

主務課入契委員会　

・技術評価点の事前審議

7日（※1）

【落札者】

受領
落札者決定通知

仮契約書（案）

契約書作成

部入札契約手続運営委員会

・入札参加資格の審議（決定）

議会
議決

発注機関の工務・工事事務担当係

提出書類の確認（局・支庁）

技術資料の審査

局・支庁等入契委員会　

・技術評価点の事前審議

結果の公表（技術評価点も含む）

入札参加資格の確認結果の通知

落札者決定

入札説明書等交付開始

入札参加申込書，技術資料の受付開
始10日（※1）

5日まで短縮可能（※3）

技術資料の受付終了

議案提出

申請書等をダウンロード

～鹿児島県ホームページ～

設計図書の閲覧開始 入札参加者
各種資料作成

部入札契約手続運営委員会 県入札手続等改善検討委員会 総合評価落札方式の手引き等

・入札参加資格要件設定の審議（決定） ・評価項目、加算点の報告
・入札参加資格確認申請書や入札参
　加資格確認資料，総合評価の手引
　き，技術資料の様式等を作成

・評価項目、加算点の審議（仮決定）

主務課入契委員会　 部入札契約手続運営委員会

・入札参加資格要件設定の事前審議 ・評価項目、加算点の審議（決定）

・入札参加資格要件設定 ・評価項目及び加算点

土木部総合評価技術委員会

以下について，学識経験を有する者
から意見聴取を行う。
・総合評価の落札者決定基準
・落札者を決定しようとするときに
　改めて意見を聴く必要があるかど
　うか。

局・支庁等入契委員会　 部入札契約手続運営委員会

・入札参加資格要件設定の事前審議

【　県　】

【主務課・出先発注機関】 【監理課・主務課】 【監理課】

一般競争入札 総合評価落札方式（簡易型）一般競争入札

＜意見を聴取＞

＜意見を報告＞

＜公表＞

※トンネル災害復旧工事に
おいては受注量による評
価点補正は該当なし

疑義照会受付期限

7日（※１）

疑義照会回答期限

7日（※1）

質疑に対する回答の検討
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２ 総合評価の実施手順とポイント

２－１ 簡易型の審査・評価

２－１－１ トンネル災害復旧工事





◇トンネル災害復旧工事

評価基準 提出様式
※添付書類別紙のとおり

簡易な施工計画書

①　施工上の課題に対する技術的所見 （2.0点）

②　施工上配慮すべき事項 （2.0点）

（2.0点）

（1.0点）

（0.0点）

（2.0点）

（1.0点）

（0.0点）

（2.0点）

（0.0点）

（2.0点）

（0.0点）

合　計 点

※１　令和７年度に公告を行う工事は，平成22年度から令和７年度を評価対象とする

※２　令和７年度に公告を行う工事は，平成27年度から令和７年度を評価対象とする

・②［様式１－２］

・①［様式１－１］

　発注者が指定した内容（課題②）について，現場特有の施工上配慮すべき事項を正しく理解している
か。また，配慮する事項に対する対策の手法が，トンネル技術に精通した知識と経験に基づき計画され
ているか等について審査する。

　発注者が指定した内容（課題①）について，現場特有の施工上の課題を正しく理解しているか。また，
課題に対する対策の手法が，トンネル技術に精通した知識と経験に基づき計画されているか等につい
て審査する。

)点
4.00
～

0.00
(

技術
提案

４．０点

12.00

・［様式４－２］

（１）工事箇所の所在する振興局管内に主たる営業所を有する者
(

2.0
～
0.0

点 )

・［様式４－１］

（１）県内に営業所を有する者
(

2.0
～
0.0

点 )
（２）⑴以外

地域
貢献度

上限
４．０点

代表者の営業所の所在 　代表者について，県内に営業所を有する者であるか。
　※入札参加申込書の提出期限の日に設置されている営業所を対象とする。

代表者以外の構成員の主たる営業所の所在 　代表者以外の構成員の各者について，管内に主たる営業所を有する者であるか。

　※上限は2.0点
　※代表者以外の構成員の各者のみを評価対象とする。
　※入札参加申込書の提出期限の日に設置されている営業所を対象とする。（２）⑴以外

［代表者の配置予定技術者の実績］

　平成２６年度から令和６年度
※2

において，単独の元請又は共同企業体の構成員として，国土交通省
発注工事，本県（土木部・農政部・環境林務部）優良工事等表彰実施要領に基づき，優秀技術者表彰
（建築課所管発注工事を除く）を受けた技術者であるか。
　ただし，入札公告日までに優良技術者表彰を受けているものに限る。（表彰決定通知等含む）

・［様式３］

（１）現在の会社での表彰実績あり

(
2.0
～
0.0

点 )（２）上記以外での表彰実績あり

（３）実績なし

2.0
～
0.0

点 )（２）１件の実績あり

（３）実績なし

配置予定
技術者の

能力

２．０点

過去１０年間における国又は県の表彰実績［代表者］
※当該案件の入札公告日までに表彰を受けたものも含む。

令和６・７年度　総合評価落札方式（簡易型）における 評価項目，加算点及び評価基準

別表
評価項目及び加算点

※　具体的な評価基準は案件毎に設定

企業の
施工
能力

２．０点

過去１５年間における国又は県のトンネル工事の県内施工実績［代表者］
［代表者の実績］

　 平成２１年度から令和６年度
※１

までに完成検査を受けた下記①～②のいずれかの工事において，単
独の元請又は共同企業体の構成員として，県内におけるトンネル本体工事の施工実績を有するか。
　①鹿児島県の土木部発注工事（建築課所管発注工事を除く）
　②国土交通省九州地方整備局発注工事

・［様式２］

（１）２件以上の実績あり

(

-4-



１　配付資料

  （１）技術資料の提出様式及び添付書類一覧 １枚

　（２）総合評価落札方式技術資料申請書 (様式・作成要領含む)　　　　　　　　　１式（８枚綴り）

２　総合評価落札方式技術資料の提出

  （１）提出方法　　

　（２）提出部数　　１部

※　提出様式１－１及び１－２については電子媒体（ＣＤ）も提出すること。

　（３）受付期間　　入札公告等参照

　（４）受付時間　　午前８時３０分から午後５時１５分まで

　（５）受付場所 入札公告等参照

３　その他

　（１）申請書等の編綴について

　　　　綴じずにクリップ留め等の状態とし，添付書類は申請書鏡の『１．提出資料』

　　　の順に，関連様式の後ろに添付すること。

・・・・・・

　（２）技術資料の作成方法について

　　　　技術資料については，上記「１　配付資料」に基づき作成すること。

　（３）提出資料の修正等について

　　　　技術資料提出後における資料の修正は，技術資料提出期間に限り認めるものと

　　　する。

        また，技術資料に不明な点がある場合，発注者が確認を行い追加資料を求める

　　　場合がある。（但し，新たな評価対象となる項目の追加資料の意味ではない）

添付書類

総合評価落札方式技術資料申請書様式

持参又は、郵送（一般、簡易書留）により送付すること。

申請書鏡
様式ー１

添付書類
様式ー２
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■ 実績の有無に限らず［提出様式］は提出必須 ◇トンネル災害復旧工事

注）１．書類は全てＡ４サイズで作成すること。

　　２．各様式はパソコン等で作成すること。

　　３．記載内容及び添付資料に疑義が生じた場合，発注者から確認を行うことがある。

企
業
の

施
工
能
力

配
置
予
定
技

術
者
の
能
力

地
域
貢
献
度

代表者の営業所の所在

◎納税証明書の写し（３ヶ月以内に公布を受けたもの）
◎登記事項証明書（会社・法人）の写し

代表者以外の構成員の主たる営業所の所在
◎建設業許可申請書の表紙及び営業所一覧の写し又は，「営業所
の変更（新設）届出書」の写し
　上記は，いずれも公告日以前のうち直近のもの。

［提出様式４-1］

［提出様式４-2］

過去１５年間における国又は県のトンネル工事の
県内施工実績

［提出様式２］

◎表彰状の写し（令和６年度に表彰が決定しているが表彰日が未
到来の場合は当該表彰決定通知書等の写し）

過去１０年間における国又は県の表彰実績 ［提出様式３］

◎コリンズの工事カルテ及び竣工登録工事カルテ受領書の写し又
はコリンズの登録内容確認書の写し
※コリンズ登録がないもの，工種の判断ができないものは，実績
証明書を添付

施工上の課題に対する技術的所見  ［提出様式１－１］

施工上配慮すべき事項  ［提出様式１－２］

添付書類なし

添付書類なし

技術資料の提出様式及び添付書類一覧

実績を有する場合の添付書類(◎：必須，※：必要に応じ)評価項目
提出様式
(必須)

技
術
提
案
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年 月 日

（契約担当者）　　殿

住　　　　所

商号又は名称

代　 表　 者

［　許可番号：　 － ］

住　　　　所

商号又は名称

代　 表　 者

［　許可番号：　 － ］

住　　　　所

商号又は名称

代　 表　 者

［　許可番号：　 － ］

の技術資料を提出します。

添付の様式及び資料の内容については，事実と相違ないことを誓約します。

また，本入札においては，入札金額とともに本技術資料をもって入札することを誓約します。

提出した技術資料の内容に虚偽が認められた場合，入札無効となっても異議はありません。

なお，提出資料及び問い合わせ先は下記のとおりです。

１．提出資料

２．問い合わせ先

（所属企業名： ）

過去１０年間における国又は県の表彰実績

電話番号　：

担 当 者　：

［提出様式４-2］

施工上配慮すべき事項

［提出様式１－１］

［提出様式２］ 過去１５年間における国又は県のトンネル工事の県内施工実績企業の施工能力

総合評価落札方式技術資料申請書

総合評価落札方式技術資料申請書の提出について

記

（例）○○○○○○工事（○○トンネル）

代表者以外の構成員の主たる営業所の所在

地域貢献度

［提出様式４-1］

（代表者以外の構成員名）

代表者の営業所の所在

（ 代表者名 ）

（代表者以外の構成員名）

［提出様式１－２］

［提出様式３］
配置予定技術者

の能力

提出様式【必須】 評価項目

技術提案
(簡易な施工計画書)

施工上の課題に対する技術的所見
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1／1
［提出様式１－１］

【簡易な施工計画書】

施工上の課題に対する技術的所見

（例）●・●・●特定建設工事共同企業体

（入札公告資料に記載）

（入札公告資料に記載）

課題 0

手法 0

効果 0

図表

工事名：（例）○○○○○○工事（○○トンネル）

ＪＶ名

文字数
(300文字/1提案

以内)

課題①

設定理由

(例）
提案1

0
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1／1
［提出様式１－２］

【簡易な施工計画書】

施工上配慮すべき事項

（例）●・●・●特定建設工事共同企業体

（入札公告資料に記載）

（入札公告資料に記載）

課題 0

手法 0

効果 0

図表

工事名：（例）○○○○○○工事（○○トンネル）

ＪＶ名

文字数
(300文字/1提案

以内)

課題②

設定理由

(例）
提案1

0
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工　事　名：

ＪＶ企業名：

(評価対象） 代表者名：

２件以上 ・ １件 ・ 無

年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日

注）１．当該入札に参加する代表者の実績とする。

　　２．ＮＡＴＭ工法による道路トンネル工事の実績とする。

  　　３．工事の内容確認のため，本様式にコリンズの工事カルテ及び竣工登録工事カルテ

　　　　受領書の写し又はコリンズの登録内容確認書の写しを添付すること。（提出必須）

　　　　（※コリンズ登録がないもの，工種の判断ができないものは，実績証明書を添付）

　　４．実績が無の場合でも，上記様式には記載をすること。

　　　　ただし，評価対象とならないので，添付資料は不要とする。

※１　令和７年度に公告を行う工事は，評価対象期間を平成22年度から令和７年度とする。

発注機関名

工　事　名

工　　期

実績が
ある場合

（２件目）

発注機関名 （例）鹿児島県○○地域振興局建設部

工　事　名 （例）○○工事（○○工区）

工　　期

（例）○・○・○特定建設工事共同企業体

令和 ～令和

～令和

鹿児島県土木部発注工事(建築課所管発注工事を除く)又は国土交通省
九州地方整備局発注工事

【 対 象 者 】 上記工事の単独の元請又は共同企業体の構成員

実績が
ある場合

（１件目）

（例）鹿児島県○○地域振興局建設部

（例）○○工事（○○工区）

令和

施工実績の有無 ※必ず記載

［提出様式２］
（例）○○○○○○工事（○○トンネル）　　　

【企業の施工能力】

過去１５年間における国又は県のトンネル工事の県内施工実績

評　価　基　準

【評価対象期間】 平成２１年度～令和６年度
※1

に完成検査を受けたもの

【 対 象 工 事 】

（例）
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［提出様式３］

工　事　名：

ＪＶ企業名：

(評価対象） 代表者名：

有 ・ 無

注）１．当該入札に参加する代表者の配置予定技術者の実績とする。

　　２．配置技術者を複数提出する場合は，各候補者毎に資料を作成すること。

※１　令和７年度に公告を行う工事は，評価対象期間を平成27年度から令和７年度とする。

※２　令和７年度に公告を行う工事は，令和７年度とする。

【配置予定技術者の能力】

過去１０年間における国又は県の表彰実績

評価対象期間 平成２６年度～令和６年度に表彰※1

　○優秀技術者表彰の有無 ※必ず記載

　○配置予定技術者　※必ず記載

ふりがな 　　　　　かんり　たろう　

氏名 （例）監理　太郎

　 表彰時点の企業名
※必ず記載し，「現在の会社」又は
「以前の会社」の該当する欄に○を
記入

（例）（株）○△建設

現在の会社

以前の会社 ○

表彰者（機関名） （例）鹿児島県土木部長

受賞年月日 (例）平成30年10月3日

表彰実績が 表 彰 名 （例）鹿児島県土木部優良技術者表彰

ある場合 表彰工事名称 （例）○○工事（○○工区）

 　 ３．表彰状の写し（令和６年度※2に表彰が決定しているが表彰日が未到来の場合は当該表
　　　　彰決定通知等の写し）を添付すること。（提出必須）

　　４．現在の会社で表彰を受けた技術者で，表彰状の写しに企業名が表示されていない場合
　　　　は，表彰の時点で現在の会社に所属していたことを証する書類（健康保険・厚生年金
　　　　保険資格取得確認および標準報酬決定通知書等の写し等）を添付すること。

　　６．評価期間は,受賞した工事の完成年度ではなく，受賞年度の期間。

　　７．国は国土交通省，県は土木部(建築課所管発注工事を除く），農政部又は環境林務部
        発注工事を対象とする。

（例）○○○工事（○○トンネル）　　　

（例）○・○・○特定建設工事共同企業体

　　５．表彰実績の有無に限らず，「○」の配置予定技術者，実績の有無は記載すること。

　　８．令和６年度※2においては，入札公告日までに表彰を受けたものに限る（表彰決定通知
　　　　等を含む）。

（例）
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［提出様式４－１］

工　事　名：

ＪＶ企業名：

(評価対象） 代表者名：

注）１．当該入札に参加する代表者を評価対象とする。

　　２．(1)，(2)のいずれか該当するものに「○」を記載すること。

　　３．(1)に該当する場合は，次の資料を提出すること。（提出必須）

・納税証明書（法人県民税又は法人事業税の納付額，納付済み額を示すもの。（３ヶ月以内に公布を受けた

　もの））の写し。

・登記事項証明書（会社・法人）の写し

【地域貢献度】

代表者の営業所の所在

（例）○○○工事（○○トンネル）　　　

（例）○・○・○特定建設工事共同企業体

　(1) 鹿児島県内に営業書を有する者

該当
※必ず記載

○

評価対象

    ４．入札参加申込書の提出期限の日に設置されている営業所を対象とする。

　(2) (1)以外

（例）
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［提出様式４－２］

(評価対象） 代表者以外の構成員①名：

(評価対象） 代表者以外の構成員②名：

注）１．当該入札に参加する代表者以外の構成員の各者のみを評価対象とする。

　　２．(1)，(2)のいずれか該当するものに「○」を記載すること。

　　３．(1)に該当する場合は，次の資料を提出すること。（提出必須）

・建設業許可申請書の表紙及び営業所一覧（別紙二（１）又は別紙二（２））の写し（直近のもの）又は，

　「営業所の変更（新設）届出書」（様式第二十二号の二　第一面及び第二面）の写し（直近のもの）　

※ここでの直近のものとは，公告日以前のうち直近のものとする。

（例）○○○工事（○○トンネル）　　　

（例）○・○・○特定建設工事共同企業体

評価対象

　(1) 工事箇所の所在する振興局管内に主たる営業所を有する者

　(2) (1)以外

工　事　名：

ＪＶ企業名：

代表者名：

代表者以外の
構成員①
※必ず記載

○

【地域貢献度】

代表者以外の構成員の主たる営業所の所在

    ４．入札参加申込書の提出期限の日に設置されている営業所を対象とする。

代表者以外の
構成員②
※必ず記載

○（例）

（例）
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